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新潟県内市町村の健全な発展を図り、もって住民福祉の増進に資することを目的と

して、公益財団法人 新潟県市町村振興協会定款第４条に定める次の事業を行う。 

 

Ⅰ 公益目的事業 

１ 資金貸付事業 

【定款第４条第１項第１号】 

市町村等に対し、災害時における緊急融資事業及び災害防止対策事業並びに緊

急に整備を要する施設等整備事業の資金として、長期及び短期の資金貸付を行う。 

(1) 長期貸付事業 [④2,153,500千円 ③2,376,500千円] 

貸 付 額 10万円単位最低 100万円 

貸付期間 

５年（据置期間 0年）    12年（据置期間 2年以内） 

15年（据置期間 3年以内）  20年（据置期間 3年以内） 

※据置期間については、償還期限 12 年は 2 年以内、15 年及び 20

年は、3年以内で選択できるものとします。 

貸付対象 

ア 災害時における市町村の緊急融資事業及び災害防止対

策事業等 

イ 市町村における緊急に整備を要する施設等整備事業 

※次の整備事業等の貸付に係る償還期限は、原則５年とする。 

 〇消防自動車、救急用自動車、防災行政無線等消防防災施設（建

築物を除く。） 

 〇スクールバス及び除雪自動車などの車両等 

 〇貸付対象事業で１件当たりの貸付額が500万円未満の事業 

貸付利率 

貸付日における財政融資資金の貸付金利を基準として理

事長が決定する。 

※当分の間、貸付利率を年 0.10％以上とする。 

償還方法 半年賦元金均等償還 

 

(2) 短期貸付事業 [④100,000千円 ③100,000千円] 

貸 付 額 10万円単位最低 100万円 

貸付期間 貸付年度内に一括償還 

貸付対象 

ア 災害時における市町村の緊急融資事業及び災害防止対

策事業等 

イ 市町村における緊急に整備を要する施設等整備事業 

  上記貸付対象事業に係る一時借入金としての貸付 

貸付利率 財政融資資金の貸付金利を参考に理事長が別に定める 

 

令和４年度 事業計画 
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２ 市町村振興宝くじ交付金の市町村への交付事業 

【定款第４条第１項第２号】 

 市町村交付金交付事業 [④235,300千円 ③217,000千円] 

新潟県から交付されるハロウィンジャンボ宝くじの収益金に係る交付金を、

市町村が行う地方財政法第32条に規定する、公共事業その他公益の増進を目的

とする事業の財源として活用してもらうため、県内29市町村に対して交付する。 

 

 

３ 市町村職員にかかる調査研修助成事業 

[④37,868千円 ③39,020千円] 【定款第４条第１項第３号】 

  

(1) 新潟県市町村総合事務組合研修助成 [④31,668千円 ③32,820千円] 

新潟県内市町村で効果的な職員研修を行い、変化する住民ニーズに即応でき

る職員を養成するため、新潟県市町村総合事務組合が実施する市町村職員研修

事業及び同組合が新潟県自治研修所に委託し実施する市町村職員研修に対して

助成する。（助成割合は研修実費の３分の２） 

 

(2) 市町村職員中央研修所研修助成 [④700千円 ③700千円] 

市町村職員等が専門的知識や技術を習得することで、住民サービスの向上や

地域振興等の向上に資する職員等を養成するため、市町村職員中央研修所が実

施する研修に、新潟県内の市町村職員等が受講に要する研修費に対して助成す

る。（助成割合は研修所が定める研修費の３分の２） 

 

(3) 全国市町村国際文化研修所研修助成 [④300千円 ③300千円] 

多様な文化や価値観への理解を深め、地域の活性化や国際化を担う市町村職

員等を育成するため、全国市町村国際文化研修所が実施する研修に、新潟県内

の市町村職員等が受講に要する研修費に対して助成する。（助成割合は研修所が

定める研修費の３分の２） 

 

(4) 海外調査研修事業 [④2,200千円 ③2,200千円] 

地域経済・環境がグローバル化している中、海外の先進地事例を学ぶことに 

より、住民福祉施策等への一助とするとともに、国際的な視野と識見を持った 

市町村職員を育成するため、新潟県内の市町村が実施する海外調査研修事業に

対して助成する。（助成割合は海外における研修費用の２分の１） 
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(5) 地方公会計及び地方公営企業会計に関する研修会 [④1,000千円 ③1,000千円]   

地方公会計の統一的な基準による財務書類等の作成に係る研修をはじめ、地

方公営企業会計の適用拡大と経営戦略策定に関し、新潟県と共催で研修会を開

催する。 

 

(6) その他研修助成 [④2,000千円 ③2,000千円] 

市町村の技術職員等を対象とした研修で、別途毎年度理事長が定める市町村

職員研修助成事業実施要領の「その他研修」に該当する職員研修を実施した市

町村に対して助成する。 

 

４ 市町村が共同して行う市町村振興に資する事業への助成事業 

 [④268,732千円 ③269,341千円] 【定款第４条第１項第４号】 

 

(1) 新潟県消防防災ヘリコプター運航経費助成 [④24,862千円 ③25,471千円] 

県下30市町村で構成する新潟県消防防災ヘリコプター連絡協議会と、新潟県

が共同して運航する消防防災ヘリコプターの運航を通じ、県内全域における自

然災害や各種災害の消防・防災活動を支援するため、運航経費の市町村負担金

相当分（２分の１、新潟市を除く）に対して助成する。 

 

(2) 一般財団法人地域活性化センター会費助成 [④3,360千円 ③3,360千円] 

(一財)地域活性化センターが行う個性豊かで活力に満ちた地域づくりのた

めの諸事業を通じて、県内市町村の地域振興に資するため、当該センターの会

員となるための県内市町村会費を助成する。 

 

(3) 市町村関係４団体が実施する市町村振興事業助成 [④15,290 千円 ③15,290千円]  

新潟県市長会、市議会議長会、町村会及び町村議会議長会が行う市町村の振

興並びに地方自治の振興に資する事業の費用に対して助成する。 

 

(4) 軽自動車税賦課業務助成 [④5,800千円 ③5,800千円] 

県下市町村の軽自動車税賦課業務の効率化により、市町村職員の負担軽減や 

住民サービスの向上を図るため、新潟県市長会及び町村会が申告書の取り扱い 

を（一社）全国軽自動車協会連合会新潟事務所に委託する委託料を助成する。 

 

(5) 福祉活動推進事業助成 [④900千円 ③1,000千円] 

社会福祉法人新潟県社会福祉協議会が実施する、にいがたねんりんピックの

開催を通じて、高齢者を中心とする住民の健康保持・増進、社会参加及び生き

がいの高揚を図ることを支援するため、事業実施にかかる費用を助成する。 
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(6) 高度情報化推進事業助成 [④4,320千円 ③4,320千円] 

市町村や民間企業等で構成する新潟県ＩＴ＆ＩＴＳ推進協議会が主催する、

ＩＴ政策セミナー等の人材育成事業を通じて、産学官連携によるＩＴを活用し

た地域づくりを支援するため、当該事業に対して助成する。 

 

(7) 国際交流事業助成 [④1,800千円 ③1,800千円] 

（公財）新潟県国際交流協会が実施する、在住外国人支援事業を通じて、県

内在住の外国人が安心して生活できる地域社会を実現するため、当該事業に対

して助成する。 

 

    (8) 新潟県自治会館大規模改修事業への助成[④200,000千円 ③200,000千円] 

    新潟県市町村総合事務組合が実施する、新潟県自治会館の一部設備の老朽化

等による更新・大規模改修事業にかかる事業費を助成する。 

（令和 2年度～令和 6年度）  

 

  (9) 地域活性化に資する事業への助成 [④2,200千円 ③2,200千円] 

     民放テレビ局、新潟県及び市町村が実施する、「新潟ふるさと CM大賞」を通

じて、地域の一体感を醸成し、市町村の魅力を県内外へ発信するため、事業実

施にかかる事業費を助成する。 

 

  (10)「世界津波の日」高校生サミットへの助成[④10,000千円 ③10,000千円] 

     新潟県及び新潟市が実施する「世界津波の日」2022高校生サミット in新潟

を通じて、未来を担う高校生たちが、過去の自然災害の教訓から「防災・減

災・復興」の取組を学び、世界各国へ情報発信するとともに、新潟における次

世代防災リーダーの育成を図るため、当該事業にかかる事業費を助成する。

（令和 2年度・3年度中止） 

 

(11) 社会活動推進事業助成 [④200千円 ③200千円] 

     にいがた NPO 基金事務局が実施する、新潟県自治活動賞を通じて、県内に

おいて優れた社会活動を行っている団体をはじめ、地域コミュニティ団体等

に対し、活動意欲の向上を図るとともに、県民に活動を周知することで社会活

動全体の底上げを目的とする表彰事業を支援するため、新潟県市長会及び町

村会を通じて当該事業に対して助成する。（令和 3年度～） 
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５ 市町村振興に関する情報提供事業 

[④1,500千円 ③2,000千円] 【定款第４条第１項第５号】 

地方自治の振興やまちづくりに寄与することを目的として、県内全市町村の

イベントや施策・取組状況等を紹介する情報誌「ＮＩＩＧＡＴＡ  市町村情報」

を発行し、市町村役場等に配布する。 

 

 

Ⅱ 法人会計事業 

 １ 宝くじ販売促進事業 [④6,000千円 ③6,000千円] 

   市町村振興宝くじの売り上げ増進を図るため、多種多様な広告媒体により広報

活動を実施する。 

内 容 サマージャンボ宝くじ ハロウィンジャンボ宝くじ 

発売期間 R4. 7. 5 ～ 8. 5 (32日間) R4. 9.21 ～ 10.21 (31日間) 

発売額 930億円 
ジャンボ 720億円 

480億円 
ジャンボ 330億円 

ミニ     210億円 ミニ     150億円 

広報活動 

1 市町村広報誌 

市町村広報誌を活用した PR 

2 ポスター配布 

 特定郵便局、地域振興局等 

3 雑誌広告 

  新潟県公民館だより  

月刊キャレル 

4 ビックスワンスタジアム広告 

  大型ビジョン CM放送 

  サッカー場横断幕(アルビレックス新潟ホームゲーム) 

   スタジアム場外特設売場設置 

5 WEB広告 

   インターネットを活用した PR 

6 デジタルサイネージ・ポスター掲出 

JR東日本、えちごトキめき鉄道、北越急行(電車内、駅構内) 

佐渡汽船、新潟空港 

7 横断幕設置 

   自治会館敷地 

  


